


















原 審 ・和歌 山地判平成22年12月17日
出典 ・判例 地方 自治366号31頁
賃 金 と社会保 障1559号21頁
D1-Law28180807
裁判 所 ウェブサ イ ト
【事案の概要】
本件は,和 歌 山市(以 下 「一審被告」 という。)より権限を委任 された
くの
和歌山市福祉事務所長(以 下 「処分行政庁」 とい う。)から,障害者 自立
支援法(以 下 「自立支援法」 という。)19条1項,22条1項,4項に基づ
き,4回 にわた り,重度訪問介護の1か 月当た りの支給量を平成一九年度
決定 として支給量 を1か 月377時間,平 成二〇年度決定 として支給量 を1
か月396時間,平 成ニー年度決定 として支給量 を1か 月407.5時間,平 成二
三年度決定 として支給量 を408時間とする介護給付費支給決定(以 下 「本
件各決定」 という。)を受けた一審原告が,本 件各決定 において定められ





の部分を自分の意思で動かすことが難 しく,足 をほとんど動かせな く,ま




を取 り消 し,処分行政庁 に対 し,平成19年度の申請 に対 して470時間以上
478時間以下 とする介護給付費支給決定を,平成20年度の申請に対 して495
時間以上744時間以下 とする介護給付費支給決定 を,平 成21年度の申請に
対 して500.5時間以上744時間以下 とする介護給付費支給決定をするよう義
く　　
務付 ける限度において,一 審原告の請求 を認容 した。一審原告及び一審被
告 は,こ れを不服 として控訴を提起 した。 また,一 審原告は,平成二三年





「自立支援法ニー条一項は,市 町村は,支 給申請があったときは,政 令
で定めるところにより,市町村審査会が行 う当該申請 にかかる障害者等の
障害程度区分に関する審査及び判定の結果 に基づ き,障害程度区分の認定
を行うものとし,自立支援法二二条一項は,市 町村は,支 給申請に係 る障
害者等の障害程度区分,当 該障害者等の介護 を行 う者の状況,当 該 申請に
係 る障害者等の障害福祉サービスの利用に関する意向その他厚生労働省令
で定める事項を勘案 して介護給付費等の支給要否決定 を行うものとする旨





を掲げている。以上のとお り,自立支援法及び本件規則 は,市 町村が支給
要否決定及び障害福祉サービスの種類 とその支給量の決定をするについて,
勘案事項 を勘案すべ きことを規定するほか何 ら具体的な基準をおいていな
障害者自立支援法に基づく介護給付費支給決定が裁量権を逸脱濫用……347
い上,こ れらの勘案事項には,抽 象的 ・概括的な事項 も含まれている。ま
た,指 定障害福祉サービス等は,都 道府県知事が指定する障害福祉サービ




供 に係る人的,物 的諸条件は,全 国一律ではなく,人口,年 齢構戒,地 勢
及び経済状況その他の地域の具体的状況に応 じて市町村 ごとに当然 に異な






については,勘 案事項 に係る調査結果を踏 まえた市町村の合理的な裁量に
委ねているもの と解するのが相当であ り,市町村が行 う支給要否決定並び
に支給決定を行 う場合 における障害福祉サービスの種類及び支給量の決定
は,そ の判断の基礎 となる事実に看過 し難い誤 りがあ り,あるいはその判




否決定をするに当たって考慮すべ き事項 を規定するにとどまらず,こ れ ら
の判断に際 して とるべ き手続について詳細 に規定 し,この手続の過程にお






援法四条一項参照),その障害の種類,内 容,程 度はそれぞれ異なるか ら,
障害者等一人一人の個別具体的な障害の種類,内 容,程 度を考慮 しなけれ















がある等…,一 審原告の事情を踏まえると,一審原告が地域で自立 した 日
常生活を送るためには,二 四時間介護が必要であり,これに満たない支給
量の決定は許されないと主張する。」「一審原告には,上 記の障害があるこ
とか らすると,二 四時間介護ができれば,望 ましいことはいうまでもない。
しか し,二四時間介護がないときであっても,一審原告が自立 した日常生









通 しての見守 り介護が必要であ り,これを欠 くと一審原告の健康 を維持す
る等に支障が生 じるものと認められる。」「一審被告が考慮すべ き勘案事項
としては,「障害者等…の心身の状況」に該当 し,こ れを適切 に考慮 しな
ければ,一 審原告において自立 した 日常生活 を営むことを困難 とするもの
であって,自 立支援法の趣旨目的(自 立支援法一条)に 反するのに,一 審
被告はこれを適切に考慮 していない ものと認められる。」
(3)日常生活の支援 に要する時間
「朝食,昼 食,夕 食の各食事の摂取の介助 自体に一時間程度を要する…。
このことか らすると,準 備 と片付 けを含めると,一 時間半～二時間程度
(朝・昼食),三時間程度(夕 食)が 必要であると認められる。」「入浴に












床準備,朝 食等,一 〇:三 〇～一三:○ ○昼食等,一 四:三 〇～一五:三
〇日常の諸活動,一 七:○ ○～二〇:三 〇夕食等,二 二:○ ○～二四:○




上記に説示 した介護の時間数のうち,い ずれかが欠けることにな り,その




としているから,そ の限度において,一 審被告が考慮すべき,自 立支援法
二二条一項所定の勘案事項である 「障害者等…の心身の状況」(本件規則








申請 した四七八時間を下回る限度において,平 成二〇,ニ ー,二 三年度決
定は一か月当た り五七八時間(う ち移動介護二〇時間)を 下回る限度にお
いて,処 分行政庁が裁量権の範囲を逸脱濫用 したと認められる。」
2.結論
(1)平成一九年度決定 に係る取消 し及び義務付 けの請求については 「重度
訪問介護の支給量三七七時間を超 える部分 につき支給量として算定 しない
もの とした部分の取消 し及び重度訪問介護の支給量を四七八時間とする支





取消 し及び義務付けの請求については 「重度訪問介護の支給量四〇七 ・五
時間を超える部分につき支給量 として算定 しない ものとした部分の取消 し
及び重度訪問介護の支給量五七八時間を下回らない支給決定の義務付け」,
(4)平成二三年度決定 に係 る取消 し及び義務付 けの請求については 「重度訪
問介護の支給量四〇八時間を超える部分につき支給量 として算定 しない も
のとした部分の取消 し及び重度訪問介護の支給量五七八時間を下回らない





本件は,処 分行政庁の した自立支援法に基づ く介護給付費支給決定が,
いずれも一審原告の申請 した重度訪問介護の支給量に満たないものであ り,
処分行政庁 に与えられた裁量権 を逸脱濫用 したこと等 による違法な処分で
あると主張 し,本件各決定の取消 しを求めるとともに,処 分行政庁 に対 し,
















に,当該決定が違法 になるというものである。そ して,そ のような処分行
政庁の裁量権の逸脱濫用 に当たるか否かの判断については,「その判断の
基礎 となる事実に看過 し難い誤 りがあ り,あ るいはその判断内容が社会通
念 に照 らして明 らかに合理性を欠 く」場合 に裁量権の逸脱濫用に当たると
しつつ,自 立支援法は勘案事項 を規定するにとどまらず,こ れらの判断に
際 してとるべ き手続 について詳細 に規定 し,処分手続 に専門家が参加する
ことによって判断過程 を通 じて合理性の確保 を図っていることや,一 人一
人の個別具体的な障害の種類,内 容,程 度 を考慮 しなければならないこと
から,「当該決定 に至る判断の過程 において,勘 案事項 を適切 に調査せず,
又はこれを適切に考慮 しない」か否かを吟味することによって為すとした。
すなわち,本 判決は,事 実誤認や社会通念 に反するか否かを判断過程の中
で事実の調査 と考慮事項を適切に考慮 したか否かによって審査 しようとし










て明 らかに」とい う文言があるように,い わゆる社会通念審査の要素が含
まれると思われるが,そ れだけではなく判断過程の中で処分するに際 して









等 に障害があると認められたとして も,支給 される介護給付は鵜束的に決
定されるものではな く,自立支援法所定の障害福祉サービスの種類及び支











行政事件訴訟法36条の3第5項 は 「義務付 けの訴えが…行政庁がその処
分若 しくは裁決をしないことがその裁量権の範囲を超え若 しくはその濫用
となると認められるときは,裁判所は,そ の義務付けの訴えに係る処分又





ところで,申 請 とは 「法令に基づ き,行政庁の許可,認 可,免 許その他
の自己に対 し何 らかの利益を付与する処分…を求める行為であって,当 該
行為に対 して行政庁が諾否の応答 をすべきこととされているものをいう。」




訟法3条6項2号)に その義務付けの訴えに係る処分 をすべ き旨を命ずる
「申請満足型義務付 け訴訟」は,「当該法令 に基づ く申請… を却下…する
旨の処分…がされた場合」(行政事件訴訟法37条の3第1項2号)に 該当






実現する観点か らは,訴 えを却下するのではなく申請 に係る処分の内容を
超 える部分 とそれに収 まる部分 を分離 し,後者を限界 にしなが ら訴 えの提
起 を認めるべきと思われる。また,下 記(2)のように 「一定の処分」(行政









そ して,本 件では,平 成19年度の介護給付費支給決定については,1か
月478時間とする申請がなされていたことか ら,1か 月744時間(う ち移動
介護124時間)と する平成19年度の介護給付費支給決定 を求める部分 につ
いては,そ のような申請その ものがされていない ことや,下 記(2)のよう
に1か 月当た りの支給量578時間を下回 らない介護給付費支給決定が必要
であることを前提に,本 判決では1か 月478時間を下回る限度 において処






につ き,1か 月478時間を下回る限度 において処分行政庁が裁量権の範囲




ニー,二 三年度決定 に関わる介護給付費支給 申請にかかわ り,どのような
処分をするのか という内容部分に幅を持たせて一定の処分をすることを行
政庁に命 じる 「抽象的義務付け判決」 として,重 度訪問介護の1か 月当た
りの支給量578時間を下回 らない介護給付費支給決定をするように命 じた。
このような 「抽象的義務付け判決」の可否 については,本 判決理由の中に
それができる根拠についての言及はされていないが,原 審 ・和歌山地裁判







きであると解される」 とし,申請満足型義務付 け訴訟 において抽象的義務
くゆ
付 け判決が可能であることを示 した。
義務付けの訴えは,一 義的な行政処分 をすべきとするものが典型例 と認
く　の
識 されていると思われるが,行 政事件訴訟法上 「一定の処分」がされない
場合に義務付 けの訴 えは適法 となるところ(行政事件訴訟法3条6項1号,





356(桃 山 法学 第23号'14)
く　の

















ならば,① 上限ないし下限を示 して判断余地を残 して義務付ける判決や,




は増えることになると思われる。そ して,本 判決は,上 記の①に分類する
ことができる。
本判決は,一 審被告が考慮すべ き勘案事項 として 「障害者等…の心身の
状況」を挙げ,こ れを適切に考慮 しなければ,一 審原告において自立 した
日常生活 を営むことを困難 とするものであって,自 立支援法の趣旨目的に
反するのに,一 審被告 はこれを適切に考慮 していないものと認められると
し,本 件各決定は,い ずれも基本時間を1か 月558時間を下回る時間数 と
しているから,そ の限度において,一 審被告が考慮すべ き勘案事項である
「障害者等…の心身の状況」を適切に考慮せず,そ の結果,裁 量権の範囲
を逸脱濫用 した ものと認め られるとした。一方で,移 動介護の加算時間に
障害者自立支援法に基づく介護給付費支給決定が裁量権を逸脱濫用……357
ついては,1か 月20時間の支給量 を算定 したことに 「判断の基礎 となる事
実に看過 し難い誤 りがあるなどとい う点は認められない。」 とした。そ し
て,平 成二〇,ニ ー,二 三年度決定は1か 月当たり578時間(う ち移動介
護20時間)を 下回る限度において,処 分行政庁が裁量権の範囲を逸脱濫用
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を 「一定の処分」 としているのは,「具体 的な 「特定」 に至 らない 「一
定」の処分で足 りるとす る趣 旨」であるとする。
(14)和歌山地判平成22年12月17日・前掲注(2)〔35頁〕。また,和 歌 山地
判平成24年4月25日・前掲注(5)も同判決 と同 じことを述べている。
(15)社会保障行政分野 において一義的な義務付け判決が された例につ き,
もの として,東 京地判平成23年11月8日賃社1553・1554号63頁〔63頁〕
は 「処分行政庁 は,原 告 に対 し,… …生活保護 を開始す る旨の決定(保
護の種類及び方法につ き居宅保護の方法による生活扶助及び住宅扶助 と
するもの)を せ よ」 とする。
(16)直接型義務付 け判決につ き,抽 象的義務付け判決が可能 とする旨のも
の として,房 村精一政府参考人答弁(第159国会衆議院法務委員会第20
360(桃 山 法学 第23号'14)
号)(平成16年4月27日)は,「今回の法案の三十七条の二の三項 を見 ま
す と,「第一項の義務付 けの訴 えは,行 政庁が一定の処分 をすべ き旨を
命ず ることを求めるにつ き」,こういう規定 になってお ります。 ここで
「一定の処分」 と申 してお りますのは,ま ずは,義 務づ けの訴えの要件
について,裁 判所の判断が可能な程度 に特定 をされていなければいけな
い。漠然 と,何 を,ど うい う処分 を求めるのかがはっきりしなければ,
これは訴訟その ものとして成 り立 ちませんので,そ ういう意味で,特 定
が必要ですということが入っているわけでございますが,た だ,こ の一
定の処分 として具体的にどの程度特定すべ きであるか とい うことにつき
ましては,… …必ず しも具体的な処分 に限らず,あ る程度の幅が許され
るのではないかというぐあいには考えられます。この特定の程度 につい
ては,当 然,当 該処分 または裁決の根拠法令の趣旨及び社会通念 に従 っ
て判断すべ きもの と考えられますが,そ うした観点か らは,特 定の必要
性の限度を超えて過度に厳密 な特定が必要とされるということはないだ
ろうと思います し,例 えば,是 正措置の具体的な方法につ きまして,そ
の根拠法令 において複数の選択肢が定め られている場合 に,そ の根拠法
令の定める範囲内における一定の幅のある処分の義務づ けを求める訴 え
であって も,そ の根拠法令の趣旨に照 らして,義 務づけの対象 となる一
定の処分 としてその対象が特定 されているというぐあいに解 されれば,
そういった,あ る程度幅の持 った一定の処分 を義務づけ訴訟で求めると
いうことも可能ではないか,こ う考え られ ます。」 とする。また,抽 象
的義務付け判決が可能 とする旨を述べ るもの としては,大 貫祐之 「義務
づけ訴訟 ・予防訴訟」芝池義一ほか編 『行政法の争点』(有斐閣,第3
版,2004)129頁,福井秀夫ほか ・前掲注(13)368頁のそれぞれを参照。
これ らに加 えて,申 請満足型義務付け訴訟 についても抽象的義務付け判






(18)行政庁に抽象的義務付 け判決がなされた例 としては,行 政庁に 「いず








(21)公文書等 において 「障害者総合支援法」 という略称が見 られる例 とし
て,社 援発0627第3号「地域社会 における共生の実現に向けて新たな障
害保健福祉施策 を講ずるための関係法律の整備 に関する法律の公布につ
いて(通 知)」(平成24年6月27日)参照。
